別紙③

小規模企業振興基本法に基づき、中小業者への
施策を拡充し、地域経済の振興を求める要請書

2016年○月○日　○○長　○○○○様

○○県商工団体連合会

会長　○○　○○
　　　　　　　　　　住所：　
　　　　　　　　

　　　　　　　　　　○○民主商工会

                    　会長　○○　○○
住所：

【要請趣旨】　　
安倍政権は事業規模が28兆円を超える経済対策を打ち出しましたが、それ自体、「アベノミクス」がうまくいっていないことの証明です。しかも「経済対策」の中身は、リニア新幹線への公的資金投入など、景気対策とは無関係な大型公共事業への「バラマキ」が中心です。その一方で、高齢者医療の窓口負担増や介護保険制度の改悪など住民への負担増が狙われています。

これでは、深刻な経営状態に追い込まれながらも、地域住民や取引先のためにも営業を維持しようと耐えている中小業者の生きる道は、ますます狭められてしまいます。この事態を打開するためには、小規模企業振興基本法（小規模基本法）に沿って、中小業者を主軸に据えた循環型の地位経済活性化をめざす自治体の役割発揮が求められています。

つきましては、以下の事項について、意見を交換し合う懇談の機会を作っていただけますよう、要請する次第です。
【要請事項】

１、小規模基本法を生かした小規模企業振興基本条例を制定し、民商の代表を委員に選任した審議会を設置してください。「地方版総合戦略」に中小商工業者の声を反映させ、住宅リフォームや商店リニューアルへの助成制度を創設してください。
２、中小業者の創業や資金繰り要求に応える施策を充実させ、政府による信用保証制度への部分保証拡大の動きに反対を表明してください。
３、生存権を脅かす強権的な徴収はやめてください。国保料（税）を引き下げ、短期保険証や資格証明書の発行を中止し、減免申請を積極的に認めてください。

４、申請に基づく地方税の換価の猶予制度に関する条例は、納税者の負担軽減を図る観点から、換価の猶予制度を使いやすい内容にしてください。
５、赤字の中小業者にも納税を強いる消費税の増税と、負担軽減にならないまやかしの軽減税率や、中小業者に多大な実務負担を押し付け、免税業者の取引排除を招く適格請求書（インボイス）制度の導入に反対を表明してください。

６、国民にとってメリットもなく中小業者に重い罰則で管理実務と責任を押し付けるマイナンバー制度は中止・廃止するよう国に要望し、利用拡大に反対してください。
７、家族従業者の正当な働き分を認めず、封建的な「家制度」の名残である所得税56条の廃止に賛同してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以上

